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企業概要

創業 1937年（昭和12年）7月15日

設立 1947年（昭和22年）9月26日

資本金 52億3,371万円

発行済株式数 21,425,548株（単元株数100株）

代表者 代表取締役社長 宮川 多正

主な事業内容 上・下水道用機器・装置の製造・販売および施工

本社 埼玉県川口市仲町 5-11

本店 東京都中央区新川 1-5-17

連結子会社 ㈱前澤エンジニアリングサービス

従業員 連結 1,021名 単体 722名

     令和5年5月31日現在
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事業別概要

当社事業 概 要 主な製品・システム

環境事業
◆上水道・簡易水道

  工業用水道施設

◆下水道・農業集落排水処理施設

  ◆バイオガスプラント

◆産業用水処理設備

浄水処理機械設備
高度浄水処理機械設備
膜処理浄水設備、MIEX®処理システム

沈砂池機械設備、水処理機械設備
汚泥処理機械設備

畜産系バイオガスシステム
食品残渣系バイオガスシステム

排水処理設備

バルブ事業
◆バルブ類

◆ゲート類

バタフライ弁、仕切弁、ソフトシール弁、
空気弁、ボール弁、汚泥引抜弁、
流量制御弁、緊急遮断弁、逆止弁、
消火栓

鋳鉄製ゲート・可動堰

メンテナンス事業
◆バルブ・ゲート類

 上下水機械類保守点検
維持修繕、改善、 更新、Ｏ&Ｍ

緊急遮断弁点検、ゲート点検・修繕
除塵機点検、浄水処理機器整備、
下水処理機器整備、更新工事
集落排水処理施設機能強化

経営理念
水とともに躍進し 人間らしさをもとめ 社会に貢献できる魅力ある企業

メンテナンス事業

環境事業 バルブ事業
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製品マップ
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製品概要

更新対応型ゲート

更新バタフライ弁

更新マディハイバルブ
ユニット型ピンラック式除塵機

回転児雷也

環境事業関連 バルブ事業関連

バイオガスプラント

メンテナンス事業関連

ゲート不断水工法

OD法における二点DO制御システム

MIEX®処理システム

PTFE膜ろ過装置
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水処理システムと当社製品（上水）

上水処理の流れ

上水処理の流れ

・更新対応型ｹﾞｰﾄ

・MIEX®処理ｼｽﾃﾑ

・更新対応ｼﾘｰｽﾞ
・更新対応型ｹﾞｰﾄ
・ﾚｼﾌﾟﾛ式ｽﾗｯｼﾞ掻寄機

・更新対応ｼﾘｰｽﾞ
・更新対応型ｹﾞｰﾄ

・耐震バルブ
・更新対応ｼﾘｰｽﾞ
・緊急遮断弁

・ﾀﾞﾌﾞﾙｳｪｲﾊﾞﾀ
・ﾂｰﾎﾟｰﾄﾊﾞﾙﾌﾞ
・ﾌﾛｰﾊﾞﾗﾝｽ
・耐震ﾊﾞﾙﾌﾞ

・PTFE膜ろ過装置

取水・沈砂池

前処理(高度処理)設備

凝集沈澱池

膜処理設備

急速ろ過池

配水場
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水処理システムと当社製品（下水）

下水処理の流れ

●ｹﾞｰﾄ
・鋳鉄製ｹﾞｰﾄ
・更新対応型ｹﾞｰﾄ

●ｹﾞｰﾄ不断水工法
・ｲﾝﾅｰﾁｭｰﾌﾞ工法
・SCﾌﾟﾗｸﾞ工法

●除塵機
・ﾕﾆｯﾄ型ﾋﾟﾝﾗｯｸ式除塵機
・ﾕﾆｯﾄ型ﾁｪﾝ式除塵機
・ﾄﾚｽｽｸﾘｰﾝ
・ﾋﾞｰﾉｱｽﾄﾗｽｸﾘｰﾝ
・ﾏﾙﾁﾒｯｼｭｽｸﾘｰﾝ(MMS)

●破砕機
・ｽｸﾘｭｰｶｯﾀｰ

●し渣洗浄脱水機
・ｳｫｯｼｬｰﾌﾟﾚｽ

●沈砂分離機
・ｴｽｶﾙｺﾞ

●沈砂池ｼｽﾃﾑ
・中大規模沈砂・し渣配管移送ｼｽﾃﾑ
・省ｴﾈ型ｴﾑｼﾞｪｯﾄ
・ｴｾﾞｸﾀ式沈砂・し渣配管移送ｼｽﾃﾑ
・小規模沈砂池ｼｽﾃﾑ

●ﾊﾞﾙﾌﾞ機器
・更新対応ｼﾘｰｽﾞ

●汚泥掻寄機
・樹脂ﾁｪｰﾝ式汚泥掻寄機

●ﾊﾞﾙﾌﾞ機器
・更新対応ｼﾘｰｽﾞ

●ｹﾞｰﾄ
・鋳鉄製ｹﾞｰﾄ
・更新対応型ｹﾞｰﾄ

●水処理ｼｽﾃﾑ
・OD法における二点DO制御ｼｽﾃﾑ
・LANDOX ODｼｽﾃﾑ

●散気装置
・ｴﾗｽﾄｯｸｽﾌﾟﾚｰﾄ

●攪拌機
・AquaDDM

●ﾊﾞﾙﾌﾞ機器
・更新対応ｼﾘｰｽﾞ

●ｹﾞｰﾄ
・鋳鉄製ｹﾞｰﾄ
・更新対応型ｹﾞｰﾄﾞ

●送風機
・ｱﾄﾗｽｺﾌﾟｺZSﾌﾞﾛﾜ

●傾斜板
・最終沈澱池用傾斜板沈澱分離装置

●汚泥掻き寄せ機
・樹脂ﾁｪｰﾝ式汚泥掻寄機

●ﾊﾞﾙﾌﾞ機器
・更新対応ｼﾘｰｽﾞ

●ｹﾞｰﾄ
・鋳鉄製ｹﾞｰﾄ
・更新対応型ｹﾞｰﾄﾞ

●ｹﾞｰﾄ
・鋳鉄製ｹﾞｰﾄ
・更新対応型ｹﾞｰﾄﾞ

●ﾊﾞﾙﾌﾞ機器
・ｴｱｴｰｽ

●高度処理ｼｽﾃﾑ
・B-DASHﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
高効率固液分離技術と二点DO制御技術を用いた
省ｴﾈ型水処理技術

沈砂池
最初沈澱池 反応タンク

送風機
最終沈澱池 塩素混和池
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バイオガスプラント

マエザワ・バイオガスシステム

食品残さや乳牛が排出するふん尿をバイオガス技術で処理することにより、

●発生したバイオガスを電気や熱に変換して再生可能エネルギーとして活用し、

カーボンニュートラル・脱炭素社会に貢献します。

●メタン発酵処理により廃棄物発生量を減少させ、液肥や牛の寝床として利用される再生敷料等

良質な有機質資源として活用できます。
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中期経営計画（令和3年度～令和5年度）

スローガン ：「 新たな成長への飛躍 」
基本方針   ：将来にわたり持続的な成長を遂げ、社会に貢献し続けられる企業グループをめざし、礎となる経営基盤を

強化するとともに、変化する事業環境への対応と効率化による収益力の向上を推進していきます。

中期経営計画

１．事業領域の拡充

（1）再エネ・省エネ技術の拡充と展開

バイオガスプラント技術を核とした再生可能エネルギー事業への参画

および上下水道事業における省エネ性能に優れた技術の開発、普及

に取り組んでいく。

（2）官民連携事業の推進

デザインビルドや包括委託などの官民連携事業に積極的に取り組んで

いく。

（3）ＡＳＥＡＮ地域における水インフラビジネスの基盤づくり

ASEAN地域を中心に特長あるバルブ製品や水処理技術の海外展開を

図っていく。

２．収益基盤の強化

（1）顧客ニーズを捉えた技術開発と更新提案

顧客ニーズや課題に応える技術開発および当社の優位性ある製品、

特長ある水処理システムを活かした更新提案を強化していく。

（2）生産の効率化と現場力の強化
製造、プラント施工、サービスにおける生産体制、工程管理および品質

管理の強化に取り組んでいく。

（3）メンテナンス事業の拡大

バルブ・ゲートおよびプラント機器のメンテナンス技術を活かした付加

価値の高いサービスを展開していく。

３．持続的成長を支える経営基盤の強化

（1）人材育成と働きがいのある職場づくり

企業の持続的な成長を担う人材を確保・育成するとともに、女性社員

活躍推進に継続的に取り組むなど働きがいのある職場を作っていく。

（2）生産性と付加価値向上に向けたＤＸの推進

DX（デジタル・トランスフォーメーション）による企業価値向上を目指し、

生産性向上および新たな価値創造の手段としての可能性を探っていく。

（3）環境負荷低減に貢献する事業活動の推進

低炭素・循環型社会の実現に向けて、SDGsへの取り組みをはじめ

事業活動における環境負荷低減に努めていく。

（4）ガバナンス機能の充実

企業の健全な経営と持続的な成長に向けて、コンプライアンスの推進、

安全管理を含めたリスクマネジメント、企業情報発信ならびに本社機

能の充実を図っていく。

重点施策
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中期経営計画業績推移

13/50

中期経営計画
R6.5期目標値

33,400

前中期３ヵ年経営計画
（平成３０年度～令和２年度）

前々中期３ヵ年経営計画
（平成２７年度～平成２９年度）

現中期３ヵ年経営計画
（令和３年度～令和５年度）

（単位：百万円）



中期経営計画業績推移
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中期経営計画
R6.5期目標値

3,400

10.2%

（単位：百万円）

前中期３ヵ年経営計画
（平成３０年度～令和２年度）

前々中期３ヵ年経営計画
（平成２７年度～平成２９年度）

現中期３ヵ年経営計画
（令和３年度～令和５年度）
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金額 増減率 金額 増減率

29,933 32,800 37,661 ＋7,727 25.8% ＋4,861 14.8%

30,903 32,800 32,369 ＋1,466 4.7% △430 △1.3%

3,038 3,200 3,226 ＋188 6.2% ＋26 0.8%

3,164 3,300 3,345 ＋180 5.7% ＋45 1.4%

2,142 2,200 2,630 ＋488 22.8% ＋430 19.6%

期初予想比R４．５期
実績

R５．５期
期初予想

R５．５期
実績

前期比

受注高

売上高

営業利益

経常利益

親会社株主に帰属する
当期純利益

決算概況（連結）

業績ハイライト(前期比）
■ 受注高は環境事業、バルブ事業ともに複数の大型案件獲得により 前期比 77.2億円増加。
■ 売上高は期初予想未達ながら、バルブ事業の受注増に加え、バルブ及び環境事業の過年度案件売上により前期比 14.6億円増加。
■ 営業利益は売上増加に伴い 前期比 1.8億円増加。
■ 親会社株主に帰属する当期純利益は、税効果会計における一過性要因（※）の影響により法人税等調整額がマイナス3.4億円

となったことで利益を押し上げ、 前期比 4.8億円増加。

※税効果会計における一過性要因
近年業績が向上し、税務上の課税所得が安定的に発生していることにより税効果会計における企業分類の変更が生じ、将来課税所得
見積額が増加したことに伴い繰延税金資産を計上。

（単位：百万円）
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金額 金額 金額 金額 増減率 金額 増減率

受注高 29,933 32,800 37,661 ＋7,727 25.8% ＋4,861 14.8%

環境事業 9,395 12,000 15,118 ＋5,722 60.9% ＋3,118 26.0%

バルブ事業 10,116 10,200 11,388 ＋1,272 12.6% ＋1,188 11.7%

メンテナンス事業 10,421 10,600 11,154 ＋733 7.0% ＋554 5.2%

30,903 32,800 32,369 ＋1,466 4.7% △430 △1.3%

環境事業 10,443 11,900 11,135 ＋692 6.6% △764 △6.4%

バルブ事業 10,133 10,200 10,889 ＋755 7.5% ＋689 6.8%

メンテナンス事業 10,325 10,700 10,343 ＋17 0.2% △356 △3.3%

2,917 3,130 3,107 ＋189 6.5% △22 △0.7%

環境事業 104 110 150 ＋45 43.9% ＋40 37.1%

バルブ事業 879 1,020 1,067 ＋187 21.4% ＋47 4.6%

メンテナンス事業 1,933 2,000 1,889 △44 △2.3% △110 △5.5%

期初予想比

売上高

セグメント利益

R４．５期
実績

R５．５期
期初予想

R５．５期
実績

前期比

業績ハイライト(前期比）
受注高は複数の大型案件獲得により、57.2億円増加。売上高は過年度受注の大型案件を着実に進捗させ6.9億
円増加。セグメント利益は売上の増加に伴い 0.4億円増加。
受注高は大型案件の獲得もあり 12.7億円増加。売上高は過年度受注の大型案件売上もあり 7.5億円増加。セグ
メント利益は原材料費や電力費、物流費等の高騰の影響を受けるも売上高の増加により1.8億円増加。
受注高は複数年度案件獲得により7.3億円増加。売上高は当期受注の複数年度案件による売上が限定的だった
ことにより前年並み。セグメント利益は原材料費及び労務費の増加により 0.4億円減少。

決算概況（事業別）

バ ル ブ 事 業 

環 境 事 業 

メンテナンス事業 
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金　額 構成比 金　額 構成比 増減額 増減率

35,626 100.0% 40,076 100.0% ＋4,449 12.5%

流動資産 25,694 72.1% 29,099 72.6% ＋3,404 13.3%
現預金：1,279
売上債権：498
棚卸資産：1,525

有形固定資産 6,936 19.5% 7,124 17.8% ＋187 2.7%
設備投資：742
減価償却費：△530

無形固定資産 58 0.2% 112 0.3% ＋53 91.7%
投資：70
減価償却費：△16

投資その他の資産 2,936 8.2% 3,739 9.3% ＋803 27.4% 投資有価証券評価益：655

13,649 38.3% 15,440 38.5% ＋1,791 13.1%

流動負債 11,048 31.0% 12,931 32.3% ＋1,882 17.0%
仕入債務：1,033
未払金：379
契約負債：143

固定負債 2,600 7.3% 2,509 6.3% △90 △3.5% 社債：△80

21,977 61.7% 24,635 61.5% ＋2,658 12.1%

　前期末比
主な増減要因

資産合計

負債合計

純資産合計

R４．５期末 R５．５期末

連結貸借対照表

（単位：百万円）
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主な要因等

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,599

税金等調整前当期純利益：3,322
減価償却費：562
棚卸資産の増加：△1,525
仕入債務の増加：1,267
法人税等支払額：△887

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 714
有形固定資産取得：△601
無形固定資産取得：△77

 フリー・キャッシュ・フロー 1,885

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 606
社債の減少：△120
配当金支払：△445

 現金及び現金同等物の期末残高 11,467

R５．５期

連結キャッシュ・フロー計算書

19/50
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業績予想（連結）

今期見通し
■ 受注高は環境事業で 26.1億円減少、バルブ事業で 4.8億円減少、メンテナンス事業で  0.4億円増加。全体で 30.6億円減少。
■ 売上高はR5.5期の受注好調に伴い、R4.5末から53.1億円増加した受注残案件を着実に進捗させ、全体で 31.3億円増加。
■ 営業利益は売上高の増加により、全体で 3.7億円増加。今後も原材料費、物流費高騰への対応に注力。
■ 親会社株主に帰属する当期純利益は、 R5.5期の税効果会計における一過性要因の反動により 1.3億円減少。
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37,661 34,600 △3,061

32,369 35,500 ＋3,130

3,226 3,600 ＋373

3,345 3,700 ＋354

2,630 2,500 △130

R５．５期
実績

R６．５期
予想

前期比

受注高

売上高

営業利益

経常利益

親会社株主に帰属する
当期純利益

（単位：百万円）



連結業績推移
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（単位：百万円）



金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

受注高 37,661 100.0% 34,600 100.0% △3,061 △8.1%

環境事業 15,118 40.1% 12,500 36.1% △2,618 △17.3%

バルブ事業 11,388 30.2% 10,900 31.5% △488 △4.3%

メンテナンス事業 11,154 29.6% 11,200 32.4% ＋45 0.4%

32,369 100.0% 35,500 100.0% ＋3,130 9.7%

環境事業 11,135 34.4% 13,000 36.6% ＋1,864 16.7%

バルブ事業 10,889 33.6% 11,000 31.0% ＋110 1.0%

メンテナンス事業 10,343 32.0% 11,500 32.4% ＋1,156 11.2%

3,107 - 3,600 - ＋492 15.9%

環境事業 150 - 200 - ＋49 32.6%

バルブ事業 1,067 - 1,250 - ＋182 17.1%

メンテナンス事業 1,889 - 2,150 - ＋260 13.8%

セグメント利益

R５．５期
実績

Ｒ６．５期
予想

前期比

売上高

業績予想 セグメント別

今期見通し
受注高は好調だった前期の反動により26.1億円減少。売上高は今期受注及び受注残案件を着実に進捗させ18.6

億円増加。セグメント利益は売上増加に伴い、0.4億円増加。
受注高は 4.8億円減少。売上高は 1.1億円増加。セグメント利益は引き続き原価低減や収益性改善等に取り組み
1.8億円増加。
受注高は 0.4億円増加。売上高は11.5億円増加。セグメント利益は売上増加に伴い2.6億円増加。

環 境 事 業 

バ ル ブ 事 業 

メンテナンス事業 
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（単位：百万円）



事業別業績推移 （環境事業）
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（単位：百万円）



事業別業績推移 （バルブ事業）
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（単位：百万円）



事業別業績推移 （メンテナンス事業）
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（単位：百万円）



設備投資・減価償却費

（単位：百万円）
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486 742 845

548 562 666

496 523 507

R４．５期
実績

R５．５期
実績

Ｒ６．５期
予想

設備投資

減価償却費

試験研究費



株主還元について

【  配当金推移  】

（1）取得する株式の種類  当社普通株式
（2）取得株式総数   400,000株（上限）
（3）取得する株式の総額   360,000,000円（上限）
（4）取得する期間  令和5年7月19日から令和5年11月22日まで

【自己株式取得について 】
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令和5年5月期の親会社株主に帰属する当期純利益において2,630百万円を計上。
これは、税効果会計における企業分類の変更を主因とした法人税等調整額▲349百万円の一過性の
利益押上げ要因による。
株主還元施策として増配に加え400千株の自己株式取得および消却を発表。(令和5年7月14日)

中長期的な配当性向の目安を30％としておりますが、当該年度および今後の業績、財務状況等を

勘案し、継続的にかつ安定的に配当を行いたいと考えております。



Ⅰ 企業概要

Ⅱ 中期経営計画業績推移

令和5年5月期 決算概況Ⅲ

令和6年5月期 業績予想Ⅳ

3

11

15

20

29Ⅴ トピックス
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当社の事業領域と外部環境

当社事業領域における外部環境

【社会課題】

⚫ 施設の老朽化、更新需要の増大

⚫ 労働人口減少に伴う人材不足

⚫ 自治体の財政逼迫

⚫ 自然災害の激甚化

⚫ 深刻化を増す地球温暖化

【社会動向】

➡広域化・官民連携の推進

“ウォーターPPP”の推進

➡防災・減災、国土強靱化のための

５か年加速化対策

➡グリーン施策の推進

➡水道行政の移管

当社の事業領域

1. 生活基盤としての上下水道に関する事業

2. 国土保全のための治水に関する事業

3. バイオマス、産業排水処理事業

中長期的な施策

（１）再エネ・省エネ技術の展開

（２）官民連携への取り組み

（３）海外展開

（４）更新提案の強化

（５）持続的な成長を支える経営基盤の強化
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当社の事業領域と外部環境
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機械・電気設備の標準耐用年数15年。
改築・更新対象となる設備は着実に増加。



令和4年度 B-DASHプロジェクト
「省エネ型深槽曝気技術」の実証研究開始

（※1）B-DASH「下水道革新的技術実証事業（B-DASH）プロジェクト」とは
 新技術の研究開発及び実用化を加速することにより、下水道事業における下水道事業における

低炭素・循環型社会の構築やライフサイクルコスト縮減、浸水対策、老朽化対策等を推進し、
併せて、本邦企業による水ビジネスの海外展開を支援するため、国土交通省が実施している実証事業。

（１）再エネ・省エネ技術の展開
省エネ・低炭素に
対応した製品

国土交通省が実施している「下水道革新的技術実証事業（B-DASH）プロジェクト」（※1）とし

て採択され当社と日本下水道事業団、埼玉県の共同研究体で取り組んでいる「省エネ型深槽

曝気技術実証研究」施設が完成し、実証研究が開始されました。

実証研究施設の完成を記念し、2023年7 月19 日（水）に埼玉県荒川右岸流域下水道新河

岸川水循環センターで完成式典が行われました。
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完成記念式典

深槽反応タンクの底部に散気装置を設置する省エネ型深槽曝気技術における、消費電力量・

温室効果ガス（CO２）排出量の削減やコストの縮減効果、性能等を実証することにより実用化

を図ります。



高効率容積式スクリュブロワ

（公財）日本下水道新技術機構 建設技術審査証明書取得

アトラスコプコZSブロワ

（１）再エネ・省エネ技術の展開

アトラスコプコＺＳブロワの導入実績

・佐賀県 伊万里市 伊万里市浄化センター（2022年導入）

・宮崎県 延岡市 一ヶ岡下水処理場（2019年導入）

省エネ・低炭素に
対応した製品

ひとつがおか

・福岡県 久留米市 中央浄化センター（2023年導入）

・長崎県 長崎市 西部・南部下水処理所（2023年導入）
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・福岡県 久留米市 南部浄化センター（2023年導入予定）

・宮崎県 日向市 日向浄化センター（2024年導入予定）

（下水処理場用 送風機）

特長
省エネルギーを追求

工期の短縮

高い部分負荷効率と広い風量制御範囲

小型軽量・省スペース 従来の約1/2

維持管理性の向上



特長

    1.処理能力の増強が可能
2.30％以上の消費電力削減
3.自動制御で安定処理

省エネと処理能力の増強を実現

省エネ・低炭素に
対応した製品

OD法における二点DO制御システム

公益社団法人日本水環境学会 平成２７年度

技術賞受賞

Graｎ
dPrix

平成27年度国土交通大臣賞（循環のみち下水道賞）

グランプリ

科学技術振興機構2019年度 STI for SDGsアワード 

優秀賞受賞

【下記の課題解決をサポート】
1.施設の統廃合による水量の増加
2.人口減少による水量の減少
3.コスト低減・省エネ

（１）再エネ・省エネ技術の展開
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全国の下水処理場（2,152ヵ所）のうち

「OD法を採用している下水処理場は全国で1,029ヵ所」
(｢平成25年度版下水道統計より」)



（公財）水道技術研究センター技術評価制度認定第１号

MIEX®による有機物除去システム

帯磁性イオン交換樹脂（Magnetic Ion
Exchange）水中の溶存有機物の除去が可能

導入効果

MIEX®樹脂とは

MIEX® 処理システムの導入例

お ね み

省エネルギー
省資源

東京都小笠原村沖村浄水場（母島） (令和2年度 稼働)

現在、大規模浄水場への適用に向けた
プラント実験を実施中

❶オゾン発生時の電力量低減「MIEX®の導入により30％程度削減」

❷凝集剤使用量の低減「MIEX®の導入により30％程度削減」

❸活性炭の寿命延長「約2倍に延長可能」

❹トリハロメタン、ハロ酢酸、色度対策等「有機物低減に効果的」

（１）再エネ・省エネ技術の展開
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・東京都小笠原村（父島）扇浦浄水場

・兵庫県佐用町奥海浄水場

・山形県食肉公社

・東京都小笠原村（母島）沖村浄水場
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ミライエ堆肥化プラント高 圧 通 気 堆 積 式

（１）再エネ・省エネ技術の展開
下水汚泥の資源化
と脱炭素の推進

(オプション)

ミライエ堆肥化プラント

“高圧通気装置”（イージージェット）により、

酸素を均一に内部まで浸透させ、短期間で

良質な堆肥を生産し、悪臭の発生も抑制

します。

また、面倒な堆肥の切り返しが不要となり

人件費や燃料費を大幅に削減可能です。

さらに“堆肥用自動混合器（Cモード）”で

の副資材混合を行うことで均一な汚泥造
粒が可能となり、大掛かりな混合作業が不
要となります。

国土交通省から、令和5年3月に発生汚泥の処理に当たり肥料としての利用を最優先し、最大限の利用を行うこと、さら
に令和5年4月には下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた検討についての通知がなされ、下水汚泥の資源化促進を
図るための具体的な目標について、2030年までに、下水汚泥資源・堆肥の肥料利用量を倍増し、肥料の使用量（リン
ベース）に占める国内資源の利用割合を40％まで拡大する旨が示されています。



バイオガスプラント竣工実績

バイオガスプラント

NO. 場所・施設 原料種別 発電機規格容量 竣工時期

1
山梨県富士河口湖町

／富士ヶ嶺バイオセンター
乳牛・豚ふん尿 65kw×2台 2004年

2
静岡県伊豆市

／天城放牧場バイオガスプラント
乳牛ふん尿／生ゴミ 30kw×1台 2005年

3
北海道士幌町

／士幌バイオガスプラント
乳牛ふん尿 25kw×7台 2016年

4
沖縄県島尻郡八重瀬町

／八重瀬町地域循環型バイオガスプラント
乳牛ふん尿 25kw×1台 2017年

5
北海道清水町

／清水町美蔓バイオガスプラント
乳牛ふん尿 400kw×2台 2019年

6
北海道釧路市

／釧路市有機質肥料活用センターバイオガスプラント
乳牛ふん尿

100kw×1台
50kw×1台

2020年

7
某所

／バイオガスプラント
食品残渣 550kw×1台 2020年

8
北海道釧路市

／釧路市有機質肥料活用センターバイオガスプラント(増設)
乳牛ふん尿

200kw×1台
100kW×1台
50kw×1台

2023年

9
北海道紋別郡湧別町

／湧別町バイオガスプラント
乳牛ふん尿 528kw×2台 2025年予定

（１）再エネ・省エネ技術の展開
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湧別町バイオガスプラント受注

完成イメージ図

湧別町バイオガスプラントは搾乳換算で
3,400頭規模、創出される電気は一般家庭
1,600世帯相当分となり、北海道内で2番目
に大きい規模となります。本バイオガスプ
ラントで作られるメタンガスは売電や災害
時の電力供給手段として利用され、発酵後
に発生する消化液は液肥として利用されま
す。（2025年6月竣工予定）



（２）官民連携への取り組み

現在遂行中の主な物件

国内の上下水道では、民間企業の技術、経営ノウハウおよび人材の活用により、公共サービス
の向上と基盤の強化を図る官民連携が進められています。
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現在遂行中の物件は、二期目以降の継続案件を含む。

その他、官民連携案件へ水処理機械の製品供給実績有。



高機能、高品質、省エネ、低環境負荷を強みとする製品、技術を展開して行きます。

（３）海外展開

■ 流量制御弁等高機能製品
■ ライフサイクルコストに優れるユニットピンラック

バルブ・環境製品
■PTFE製MF膜（ハイブリッド膜処理システム、省エネ型高度処理MBR）

■二点DO制御（省エネ型高度処理OD法、省エネ型高度処理への改造）

水処理技術

■直近の主な納入実績

・ODAベトナムハノイ市エンサ下水処理場沈砂池機械（2020～2021年納入）

（処理水量270,000m3/日・対象人口:90万人相当）

流入ゲート×２門、粗目自動除塵機４台、細目自動除塵機３台（ユニットピンラック） 他

技術・製品・サービスの展開
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■下水道技術海外実証事業（WOW TO JAPANプロジェクト）の採択技術に決定

＜実証する技術＞

• ユニット型チェン式除塵機に係る実証事業

• 対象国/技術属性：タイ王国 /処理場（ｽｸﾘｰﾝ・機械）

• 実施者：前澤工業株式会社

• 実証内容：本実証試験は、合流式下水道での実績がある
「ユニット型チェン式除塵機」について、既設の除塵機
が故障した状況と同一条件で運転を行い、無故障で運転
できること、及び特徴である異物回避機構の有効性を確
認します。タイの合流式下水道に適した機種選定の重要
性の理解を促すとともに、「ユニット型チェン式除塵
機」のタイ下水道事業への適応性と信頼性を示します。

応募のあった提案技術の中から、有識者等からなる「下水道応用研究評価委員
会」による審査を経て、実現性・有効性・普及可能性の観点から評価され、
2023年7月に以下の技術が採択されました。

＜ＷＯＷ ＴＯ ＪＡＰＡＮプロジェクト＞
国土交通省として取り組みを進めているプロ
ジェクトで、日本の技術に対する現地関係者
の理解醸成を図り、当該技術の普及を促進
するため、現地での実証試験を行うとともに
普及活動に取り組むプロジェクト。



ゲート不断水工法
今まで水を止めることができず更新が難しかった
ゲートを不断水で更新

（４）更新提案の強化

更新マディハイバルブ
 更新仕切弁
 更新バタフライ弁

■ 特長
・工事工程の削減によるコスト圧縮
・粉体塗装、ゴムライニングによる優れた耐食性
・更新時、新設時に伸縮継手不要
・既設弁を容易に交換可能

■ 特長

• 鋳鉄製ゲートをそのまま更新
• 鋳鉄の特徴である剛性を活かし、

戸当り分割式とすることで不断水による更新も可能
• 更新対応型を採用することで次回更新の

際には土木構造物を斫らず短期間で
交換が可能

更新対応型ゲート

バイバス接続中

■ 特長
【 工法① 】 インナーチューブ工法
 インナーチューブを用いてバイパスを確保する事で、不断水・常時
通水施工・作業場所のドライ化を実現する工法

【 工法② 】 ＳＣプラグ工法
 特殊プラグを用いてバイパス水路を構築する事で、不断水・常時
通水施工・作業場所のドライ化を実現する工法

【 工法③ 】 封水タンク工法
対象となるゲートの周りを封水タンクで囲み、作業領域を確保する
事で最小限の水替えで更新を行う工法。

工期短縮・維持管理性の向上
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（４）更新提案の強化 IoT関連製品の開発

圧力センサ付バルブの開発

マンホールアンテナと組み合わせ、
管内圧力のリアルタイムな遠隔監視が可能
※マンホールアンテナは、東京都下水道サービス（株）、（株）明電舎、日之出水道機器（株）による共同開発品です

労働人口の減少、広域化の推進等を背景に各種データの収集・利活用が進められていま
す。当社はIoT技術で水道管路網のデータを広域に収集することを目的に、圧力センサ付
バルブの開発を行いました。



（公財）水道技術研究センター 「水道施設の点検を含む維持・修繕に関する新技術事例集（Ａqua-LIST）」掲載

維持管理業務の効率化と高濃度排泥を可能とするレシプロ式汚泥掻寄機

特長

≪レシプロ式汚泥掻寄機≫

維持管理の効率化と処理性の向上

優れた耐久性 高い耐震性

優れた応答性維持管理が容易

≪高濃度排泥装置≫

導入効果

≪レシプロ式汚泥掻寄機+高濃度排泥装置≫

維持管理コスト低減

導入実績
レシプロ式汚泥掻寄機は全国14浄水場にて67基を納入、うち29基に高濃度排泥促進装置を設置。
※2浄水場にて、6基（いずれも高濃度排泥促進装置設置）を現在施工中。

単純な土木構造

特長

高い排泥効果 排泥弁設置台数の低減

圧力水噴射装置が不要単純なピット構造

「レシプロ式汚泥掻寄機と高濃度排泥装置の組合せ例」

（４）更新提案の強化
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メンテナンス事業拠点展開
緊急修繕など迅速な対応が求められる中、顧客の期待に応えられるよう、
子会社である前澤エンジニアリングサービスの営業拠点を全国に展開しています。

（４）更新提案の強化 修繕ニーズへの対応
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当社とSDGｓの関わり

当社はこれからも水関連企業、さらに環境関連企業として

社会インフラの構築などの事業活動を通じて、社会の持続的な発展に貢献してまいります。

（５）持続的な成長を支える経営基盤の強化
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（５）持続的な成長を支える経営基盤の強化

SDGｓ マテリアリティ
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（５）持続的な成長を支える経営基盤の強化

SDGｓ マテリアリティ

当社主要拠点である、本社(ATC)、埼玉製造所などで、実質的にCO2排出量がゼロとなる太陽光・風力・水力その

他の再生可能エネルギー由来の電力が供給されるグリーンベーシックプランを導入しております。

46/50

再生可能エネルギー利用



（５）持続的な成長を支える経営基盤の強化

SDGｓ マテリアリティ

「埼玉発世界行き」冠奨学金

海外へ挑戦する若者を応援することを目的とした2023年度「埼玉発世界行き」冠奨学金制度に引き続き協賛しており、

2023年5月11日（木）に埼玉県と（公財）埼玉県国際交流協会主催の「埼玉発世界行き」冠奨学金感謝状贈呈式が埼玉県

知事公館で行われました。引き続き将来に向けた人材育成支援活動を行って参ります。

47/50

埼玉県のほか全国の地方自治体、地方公営企業及び一般社団法人と災害時における調査・復旧工事や資材供給等の災害

時協定を結んでいます。（締結数：52団体 2023.5.31現在 ）

災害時協定



（５）持続的な成長を支える経営基盤の強化

SDGｓ マテリアリティ
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ＷＯＴＡ株式会社へ出資

49/50

WOTA株式会社は「水問題を構造からとらえ、解決に挑む」を存在意義に掲げ、世界の水問題解決
に向けて、「小規模分散型水循環システム」ならびに「水処理自律制御技術」の開発を行い、「小規模分
散型水循環型社会」の実現を目指しているスタートアップ企業です。
水問題の解決に挑むWOTA社の取り組みに共感するとともに、同社とのパートナーシップは当社の
社会課題解決に資するものと考え、出資しました。

（５）持続的な成長を支える経営基盤の強化

小規模分散型水循環システムの概念図



本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手

している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の

業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

注意事項

【本資料に関するお問い合わせ先】

 前澤工業株式会社  経営企画室

 Tel：048-251-5511 Fax：048-251-9375

 E-mail：prir_info@maezawa.co.jp
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